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１．国営公園とは 
国営公園は、広域レクリエーション需要に対応し、また我が国固有の文化的資

産の保存及び活用等を図るため、現在１７公園で整備を進めているところであ

り、このうち１６公園で供用を開始している。 

　 滝野すずらん丘陵公園
昭和５８年７月

　　　　国営越後丘陵公園
平成１０年７月

　 国営アルプスあづみの公園
平成１６年７月

　　　淀川河川公園
　　　　　昭和５２年３月

国営みちのく杜の湖畔公園
　 　国営明石海峡公園 平成元年８月

　　　　　　　　　　平成１４年３月

　　　国営常陸海浜公園
　　 　　国営備北丘陵公園 平成３年１０月

平成７年４月

　 国営武蔵丘陵森林公園
昭和４９年７月

　　　　　　国営東京臨海広域防災公園
　　　　　未供用

国営昭和記念公園
　　　　　昭和５８年１０月

　　国営木曽三川公園
昭和６２年１０月

　 国営讃岐まんのう公園
　　平成１０年４月 　　国営飛鳥・平城宮跡歴史公園（仮称）

　 飛 鳥 区 域 （仮称） ：昭和49年７月

　 海の中道海浜公園 平城宮跡区域(仮称)：未供用

　　昭和５６年１０月

　 国営吉野ヶ里歴史公園
　　平成１３年４月

　国営沖縄記念公園
海洋博覧会地区：昭和51年８月

首 里 城 地 区　 ：平成４年11月

：供用中の国営公園（平成20年7月末現在）と開園年月  

都市公園法第２条第１項第２号 

●イ号公園：一の都府県の範囲を超えるような広域の見地から設置する国営公園

（１２箇所） 

○ロ号公園：国家的な記念事業として、又は我が国固有の優れた文化的資産の保存

及び活用 を図るため閣議の決定を経て設置する国営公園（５箇所） 
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２．費用対効果分析の方法 

（１）分析の概要 

■計測対象 

国営木曽三川公園における費用対効果分析は、「大規模公園費用対効果分析手法マニ

ュアル（改訂第２版）」（平成１９年６月、（社）日本公園緑地協会、以下、マニュア

ル）に基づき、下表に示す直接利用価値、間接利用価値について計測を行う。 

 

マニュアルの計測対象 

価値分類 意味 機能 価値の種類（例） 

直接利用価値 

直接的に公園を利用す

ることによって生じる

価値 

健康・レク

リエーシ

ョン空間

の提供 

健康促進 

心理的な潤いの提供 

レクリエーションの場の提供 

文化的活動の基礎 

教育の場の提供 

都市環境

維持・改善

緑地の保存 

動植物の生息・生育環境の保存 

ヒートアイランド現象の緩和 

二酸化炭素の吸収 

森林の管理・保全、荒廃の防止 

都市景観 
季節感を享受できる景観の提供 

都市形態規制 
間接利用価値 

間接的に公園を利用す

ることによって生じる

価値 

都市防災 

災害応急対策施設の確保 

火災延焼防止・遅延 

災害時の避難地確保 

災害時の救援活動の場の提供 

復旧・復興の拠点の確保 

利用 

価値 

オプション価値 現在は存在しないが、将来の利用を担保することによって生じる価値 

存在価値 公園が存在することを認識すること自体に喜びを見出す価値 非利用 

価値 遺贈価値 将来世代に残す（将来世代の利用を担保する）ことによって生じる価値

※水色はマニュアルの計測対象 
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■費用対効果分析の手順 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 便益＝直接利用価値＋間接利用価値

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単年度便益を算出し、 

評価期間中の単年度便益の総和を求め 

その現在価値を総便益とする 

（社会的割引率４％を考慮） 

■直接利用価値（旅行費用法） 

 
 

・誘致圏の人口と年齢構成 

・旅行費用 

・整備内容（施設機能・規模）   など

■間接利用価値（効用関数法） 

 
 
 

・誘致圏の世帯数と公園までの距離 

・整備内容（緑地面積＝環境） 

（広場面積・防災施設有無＝防災）など

 

 費用＝整備費＋維持管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価期間中の費用の総和を求め 

その現在価値を総費用とする 

（社会的割引率４％を考慮） 

■整備費 

 用地費、施設整備費の総計  

 

 

■維持管理費 

評価期間の維持管理費 

（供用開始から50年間） 

旅行費用（料金、移動時間費用）を支払

ってでも公園を利用したいと思う価値 

公園が存在することによる環境・景観、

防災面の価値 

費用の算定 便益の算定 

総便益（直接利用価値＋間接利用価値） 

総費用（用地費＋施設整備費＋維持管理費）
費用便益比（Ｂ/Ｃ）＝ 
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（２）直接利用価値の計測方法 

旅行費用法 

 

 
 
 

【便益の考え方】 

 

 

 

 

【便益の計測手順】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

*旅行費用について 

・ゾーン中心（市町村役所所在地）から公園までの旅行費用を用いて計算 

*消費者余剰とは 

消費者がある財やサービスを購入するとき、最大限支払っても良いと考える額と実際に支払った

額との差分のこと 

「公園利用者は、公園までの移動費用をかけてまでも公園を利用する価値があると

認めている」という前提のもと、公園までの移動費用（料金、所要時間）を利用し

て公園整備の価値を貨幣価値で評価する方法。 

◇旅行費用 

旅行費用＝交通機関別旅行費用×交通手段利用率＋公園利用料金

対象公園及び競合公園の整備

内容を分析 

◇整備内容については以下の公園機能を評価 

 自然・空間系機能（園路広場、修景施設、 

休憩施設） 

施設系機能（遊戯施設、運動施設） 

文化活動系機能（教養施設、その他施設） 

◇需要関数と便益の範囲 

 

 

 

ゾーン別、年齢別の

消費者余剰の総和を

便益とする 

需要

旅行費用

(実際の費用)

実際の需要曲線

X1
(実際の需要）

（上限）

Y0

Y4
Y3
Y2
Y1

P1
P2

P3
P4

P5

（回／年）

Y5
Y6
Y7
Y8
Y9

Y10

P6
P7

P8
P9

P10
P11

便益額の算出 

消費者余剰（便益）

旅行費用を説明変数とする 

需要関数を導出 

競合公園との比較の中で、誘

致圏内の人が対象公園を選択

する確率を算出し、対象公園

の需要を推計 

誘致圏の設定（対象ゾーンの抽出） 

競合公園の抽出 

誘致圏各ゾーンから、対象公園・

競合公園までの旅行費用を分析 

誘致圏各ゾーンの地域特性を分析 
◇誘致圏各ゾーンの地域特性は以下について分析 

年齢区分、人口密度 

需要推計モデルを用いて、当該公園の需要関数を導出し、その消費者余剰分をもっ

て公園の直接利用便益とする。需要関数は旅行費用を説明変数とし、競合公園との

関係から当該公園の需要量（年間総利用回数）を導く関数である。 
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（３）間接利用価値の計測方法 

効用関数法 

 

 
 

【便益の考え方】 

 

 

 

 

 

【便益の計測手順】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「公園整備を行った場合と行わなかった場合の周辺世帯のもつ望ましさ（効用）の

違い」を貨幣価値に換算することで、公園整備の価値を評価する方法。 

 

◇整備内容は以下について調査 

・緑地面積 

・広場面積 

・防災施設の有無 

■対象公園に対する個々の世帯の単年度便益額 

（個々の世帯の単年度便益額） 

＝（当該公園がある場合の満足度）－（当該公園が無い場合の満足度）

◇便益額の算出 

（便益額）＝（世帯毎の便益）×（世帯数）

対象公園及び競合公園の整備内

容、各ゾーンと各公園までの距離

を分析 

当該公園がある場合とない場合の

満足度の差額から、個々の世帯の

便益額を算出 

便益額の算出 

◇満足度の基になる価値 

①環境の維持改善、景観の向上に役立つ価値 

・動植物の生息・生育環境の保存 

・ヒートアイランド現象緩和、CO2吸収 

・景観の向上           等 

※公園の緑地面積と各ゾーンまでの距離に

応じた価値 

 

②防災に役立つ価値 

・災害時の避難地の確保 

・災害時の救援活動の場 

・復旧・復興の拠点の確保     等 

※公園の広場面積と防災拠点の有無、並びに

各ゾーンまでの距離に応じた価値 

競合公園との比較の中で、個々の

世帯の満足度を計算 

誘致圏の設定（対象ゾーンの抽出）

競合公園の抽出 

緑地面積、広場面積、公園からの距離、防災機能の有無を説明変数とする効用関数

により、「環境の維持・改善、景観」及び「防災」に関する効用値を算出し、これを

用いて、個々の世帯の満足度を計算し、当該公園がある場合とない場合の満足度の

差から、個々の世帯の便益額を算出し、世帯数を乗じて、単年度便益とする。 
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(４)誘致圏域及び競合公園の位置 

 

※上図では誘致圏を半径 100 ㎞,50km,40km,20km の円で示しているが、実際の分析作業では各拠点から

の経路長で計測している。 

■誘致圏の考え方 直接利用価値 間接利用価値 
河川環境楽園 １３８タワーパーク 
木曽三川公園センター 

５０㎞ ４０㎞ 評価時点 
（H20） 

その他の拠点 ２０㎞ ２０㎞ 
全面供用時 三派川地区 中央水郷地区＋河口地区 

2 拠点に集約 
１００㎞ ４０㎞ 

競合公園数 

愛知県 70

岐阜県 30

三重県 16

静岡県 1

京都府 1

大阪府 1

奈良県 1

総計 120

■競合公園 

◇誘致圏内の人が、国

営木曽三川公園以

外に利用すること

が考えられる公園。

◇10ha 以上の総合公

園・運動公園・広

域公園等。 

■ゾーン 

◇誘致圏域内の市・

郡をゾーンとして

設定し、人口など

を調査し、需要を

算出。 

◇役場をそのゾーン

の中心と見なし、

距離等の計測点と

した。 
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(５）費用便益比の算定方法 

 

費用便益比（Ｂ/Ｃ） 

費用および各年価格の便益を割引率４％で現在（計算実施年次）価値に割り戻し、

現在価値による便益の総和を総便益とし、また、現在価値による費用の内、用地費・

施設費・維持管理費の総和を総費用とし、費用便益比を算出する。 

 

 

 

 

 

 

費用の考え方 

 施設整備費：施設整備費に関する費用を実績値、計画値に基づき、社会的割引率

を考慮して、現在価値に換算する。 

 

用 地 費：用地費の評価終了時の残存価格分を控除した費用とする。評価期間

終了後にすべての用地を同額で売却できるものみなし、社会的割引

率を考慮した用地残存価格分を費用から控除する。 

 

維持管理費：維持管理に関する費用を実績値・計画値に基づき、社会的割引率を

考慮して、現在価値に換算する。 

 

前提条件 

①社会的割引率＝4.0％ 

 ※現在価値への換算比率。「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」による。 

 

②評価期間：供用開始から５０年間 （昭和６２年度～平成４８年度） 

 ※便益及び費用の計測期間。 

 

総便益（直接利用価値＋間接利用価値） 

総費用（用地費＋施設整備費＋維持管理費）
費用便益比（Ｂ/Ｃ）＝ 


